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10 2015（平成27年）

国　税／�9月分源泉所得税の納付� 10月13日

国　税／�特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

� 10月15日

国　税／�8月決算法人の確定申告

� （法人税・消費税等）�11月2日

国　税／�2月決算法人の中間申告� 11月2日

国　税／�11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

� （年3回の場合）�11月2日

地方税／�個人の道府県民税及び市町村民税の第３期分

の納付� 市町村の条例で定める日

労　務／�労働者死傷病報告（7月〜9月分）� 11月2日

労　務／�労災の年金受給者の定期報告

� （7月〜12月生まれ）�11月2日

労　務／�労働保険料第2期分の納付� 11月2日

� （労働保険事務組合委託の場合は11月16日）

　地方自治体が、利用者の所得に応じて保育
所の保育料や公営住宅の家賃などの減額をす
る際、“配偶者と死別または離婚”という要件
に該当しない既婚歴のない一人親に対して
も、税法上の寡婦（夫）控除をみなし適用し
て所得の算定をする制度。不平等解消のため、
採用する地方自治体が増えています。

ワンポイント 寡婦（夫）控除のみなし適用

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER
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10月号─2

　

平
成
二
十
八
年
四
月
か
ら
、
改
正

障
害
者
雇
用
促
進
法
が
施
行
さ
れ
ま

す
。
こ
の
改
正
は
、
障
害
者
で
あ
る

労
働
者
が
障
害
に
よ
り
差
別
さ
れ
る

こ
と
な
く
、
か
つ
、
そ
の
有
す
る
能

力
を
有
効
に
発
揮
す
る
こ
と
が
で
き

る
雇
用
環
境
を
整
備
す
る
た
め
に
行

わ
れ
ま
し
た
。

一
　
概
要

　

概
要
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

①　

障
害
者
に
対
す
る
差
別
の
禁
止

　

雇
用
の
分
野
に
お
け
る
障
害
を
理

由
と
す
る
差
別
的
取
扱
い
が
禁
止
さ

れ
ま
す
。

②　

合
理
的
配
慮
の
提
供
義
務

　

事
業
主
に
、
障
害
者
が
職
場
で
働

く
に
当
た
っ
て
の
支
障
を
改
善
す
る

た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
義
務

付
け
ら
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
事
業
主

に
対
し
て
過
重
な
負
担
を
及
ぼ
す
こ

と
と
な
る
場
合
を
除
き
ま
す
。

　

そ
れ
で
は
個
々
の
改
正
内
容
に
つ

い
て
触
れ
て
い
く
こ
と
と
し
ま
す
。

二
　
差
別
の
禁
止

　

禁
止
さ
れ
る
差
別
に
該
当
す
る
も

の
、
該
当
し
な
い
も
の
と
し
て
次
の

こ
と
が
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

①　

禁
止
さ
れ
る
差
別

　

雇
用
分
野
に
お
け
る
あ
ら
ゆ
る
局

面
（
募
集
及
び
採
用
、賃
金
、配
置
、

昇
進
、
降
格
、
教
育
訓
練
、
福
利
厚

生
、
職
種
の
変
更
、
雇
用
形
態
の
変

更
、
退
職
の
勧
奨
、
定
年
、
解
雇
、

労
働
契
約
の
更
新
）
に
お
い
て
、
障

害
者
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
す
る
次

の
行
為
が
禁
じ
ら
れ
ま
す
。

・
障
害
者
を
排
除
す
る
こ
と
。

・
障
害
者
に
対
し
て
不
利
な
条
件
を

付
す
こ
と
。

・
障
害
者
よ
り
も
障
害
者
で
な
い
者

を
優
先
す
る
こ
と
。

②　

禁
止
さ
れ
る
差
別
に
該
当
し
な

い
も
の

・
障
害
者
を
有
利
に
取
り
扱
う
こ
と
。

・
合
理
的
配
慮
の
提
供
（
後
述
）
を

前
提
と
し
た
上
で
、
労
働
能
力
等

を
適
正
に
評
価
し
た
結
果
と
し
て

異
な
る
取
扱
い
と
す
る
こ
と
。

・
合
理
的
配
慮
に
係
る
措
置
を
講
じ

た
結
果
、
障
害
者
で
な
い
者
と
異

な
る
取
扱
い
と
な
る
こ
と
。

・
障
害
者
専
用
の
求
人
の
採
用
選
考

又
は
採
用
後
に
お
い
て
、
仕
事
を

す
る
上
で
の
能
力
及
び
適
性
の
判

断
、
合
理
的
配
慮
の
提
供
の
た
め

等
、
雇
用
管
理
上
必
要
な
範
囲

で
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
配
慮
し
つ

つ
、
障
害
者
に
障
害
の
状
況
等
を

確
認
す
る
こ
と
。

三
　
合
理
的
配
慮
の
提
供
義
務

㈠
　
基
本
的
な
考
え
方

　

今
回
の
改
正
に
関
し
発
せ
ら
れ
た

「
合
理
的
配
慮
指
針
」
か
ら
基
本
的

な
考
え
方
の
一
部
を
抜
粋
し
ま
す
。

①　

合
理
的
配
慮
は
、
障
害
者
と
事

業
主
と
の
相
互
理
解
の
中
で
提
供
さ

れ
る
べ
き
性
質
の
も
の
で
あ
る
こ
と
。

②　

合
理
的
配
慮
の
提
供
は
事
業
主

の
義
務
で
あ
る
が
、
事
業
主
が
必
要

な
注
意
を
払
っ
て
も
そ
の
雇
用
す
る

労
働
者
が
障
害
者
で
あ
る
こ
と
を
知

り
得
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
合
理
的

配
慮
の
提
供
義
務
違
反
を
問
わ
れ
な

い
こ
と
。

③　

過
重
な
負
担
に
な
ら
な
い
範
囲

で
、
職
場
に
お
い
て
支
障
と
な
っ
て

い
る
事
情
等
を
改
善
す
る
合
理
的
配

慮
に
係
る
措
置
が
複
数
あ
る
と
き
、

事
業
主
が
、
障
害
者
と
の
話
合
い
の

下
、
そ
の
意
向
を
十
分
に
尊
重
し
た

上
で
、
よ
り
提
供
し
や
す
い
措
置
を

講
ず
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
こ
と
。

ま
た
、
障
害
者
が
希
望
す
る
合
理
的

配
慮
に
係
る
措
置
が
過
重
な
負
担
で

あ
る
と
き
も
同
様
に
話
合
い
、
そ
の

意
向
を
十
分
に
尊
重
し
た
上
で
、
過

重
な
負
担
に
な
ら
な
い
範
囲
で
合
理

的
配
慮
に
係
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

④　

事
業
主
や
同
じ
職
場
で
働
く
者

が
障
害
の
特
性
に
関
す
る
正
し
い
知

識
の
取
得
や
理
解
を
深
め
る
こ
と
。

㈡
　
合
理
的
配
慮
の
手
続
き

①　

募
集
・
採
用
時

　

障
害
者
か
ら
事
業
主
に
対
し
、
支

障
と
な
っ
て
い
る
事
情
な
ど
を
申
し

出
ま
す
。
そ
の
際
、
障
害
者
は
面
接

日
等
ま
で
の
間
に
時
間
的
余
裕
を
も

っ
て
事
業
主
に
申
し
出
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
ま
す
。

　

申
出
を
受
け
た
事
業
主
は
、
募
集

及
び
採
用
に
当
た
っ
て
支
障
と
な
っ

て
い
る
事
情
が
確
認
さ
れ
た
場
合
、

合
理
的
配
慮
と
し
て
ど
の
よ
う
な
措

置
を
講
ず
る
か
に
つ
い
て
当
該
障
害

者
と
話
合
い
を
行
っ
た
上
で
、
具
体

的
に
講
ず
る
措
置
を
検
討
し
、
次
の

こ
と
を
障
害
者
に
伝
え
ま
す
。

・
講
ず
る
こ
と
と
し
た
措
置
の
内
容
。

改
正

障
害
者
雇
用

　
　促
進
法
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・
申
出
が
あ
っ
た
具
体
的
な
措
置
が

過
重
な
負
担
に
当
た
る
と
判
断
し

た
場
合
に
は
、
当
該
措
置
を
実
施

で
き
な
い
こ
と
。

②　

採
用
後

　

事
業
主
か
ら
障
害
者
に
対
し
、
職

場
で
支
障
と
な
っ
て
い
る
事
情
の
有

無
を
確
認
し
ま
す
。
な
お
、
障
害
者

は
事
業
主
か
ら
の
確
認
を
待
た
ず
、

そ
の
事
業
主
に
対
し
て
自
ら
職
場
に

お
い
て
支
障
と
な
っ
て
い
る
事
情
を

申
し
出
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

　

そ
の
上
で
、
話
合
い
を
す
る
こ
と

お
よ
び
合
理
的
配
慮
の
措
置
を
検
討

し
、
障
害
者
に
伝
え
る
こ
と
等
の
手

順
は
①
の
募
集
・
採
用
時
と
同
様
で

す
。

㈢
　
合
理
的
配
慮
の
内
容

①　

募
集
・
採
用
時

　

障
害
者
の
障
害
の
特
性
に
配
慮
し

た
必
要
な
措
置
（
均
等
な
機
会
の
確

保
の
支
障
と
な
っ
て
い
る
事
情
を
改

善
す
る
た
め
の
措
置
）を
講
じ
ま
す
。

②　

採
用
後

　

障
害
の
特
性
に
配
慮
し
た
職
務
の

円
滑
な
遂
行
に
必
要
な
施
設
の
整
備
、

援
助
を
行
う
者
の
配
置
そ
の
他
の
必

要
な
措
置
を
講
じ
ま
す
。

　

な
お
、
採
用
後
に
講
ず
る
合
理
的

配
慮
は
「
職
務
の
円
滑
な
遂
行
に
必

要
な
措
置
」
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
次

に
掲
げ
る
よ
う
な
措
置
が
合
理
的
配

慮
と
し
て
事
業
主
に
求
め
ら
れ
る
わ

け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

・
日
常
生
活
に
必
要
で
あ
る
眼
鏡
や

車
い
す
等
の
提
供
。

・
採
用
後
に
障
害
の
状
態
と
な
っ
た

者
に
つ
い
て
、
配
慮
を
し
て
も
重

要
な
職
務
遂
行
に
支
障
を
来
す
場

合
の
、
当
該
職
務
の
継
続
。

㈣
　
過
重
な
負
担

　

合
理
的
配
慮
の
提
供
の
義
務
に
つ

い
て
は
、
事
業
主
に
対
し
て
「
過
重

な
負
担
」
を
及
ぼ
す
こ
と
と
な
る
場

合
を
除
く
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

合
理
的
配
慮
に
係
る
措
置
が
過
重

な
負
担
に
当
た
る
か
否
か
に
つ
い
て

は
、
次
に
掲
げ
る
六
つ
の
要
素
を
総

合
的
に
勘
案
し
な
が
ら
個
別
に
判
断

し
ま
す
。

①　

事
業
活
動
へ
の
影
響
の
程
度

　

そ
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
る

事
業
所
に
お
け
る
生
産
活
動
や
サ
ー

ビ
ス
提
供
へ
の
影
響
そ
の
他
の
事
業

活
動
へ
の
影
響
の
程
度
を
い
い
ま
す
。

②　

実
現
困
難
度

　

事
業
所
の
立
地
状
況
や
施
設
の
所

有
形
態
等
に
よ
る
当
該
措
置
を
講
ず

る
た
め
の
機
器
や
人
材
の
確
保
、
設

備
の
整
備
等
の
困
難
度
を
い
い
ま
す
。

③　

費
用
・
負
担
の
程
度

　

そ
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
る

費
用
・
負
担
の
程
度
。
た
だ
し
、
複

数
の
障
害
者
か
ら
合
理
的
配
慮
に
関

す
る
要
望
が
あ
っ
た
場
合
、
そ
れ
ら

の
複
数
の
障
害
者
に
係
る
措
置
に
要

す
る
費
用
・
負
担
も
勘
案
し
て
判
断

す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

④　

企
業
の
規
模

　

そ
の
企
業
の
規
模
に
応
じ
た
負
担

の
程
度
を
い
い
ま
す
。

⑤　

企
業
の
財
務
状
況

　

そ
の
企
業
の
財
務
状
況
に
応
じ
た

負
担
の
程
度
を
い
い
ま
す
。

⑥　

公
的
支
援
の
有
無

　

そ
の
措
置
に
係
る
公
的
支
援
を
利

用
で
き
る
場
合
は
、
そ
の
利
用
を
前

提
と
し
た
上
で
判
断
す
る
こ
と
と
な

り
ま
す
。

㈤
　
合
理
的
配
慮
の
事
例

　

合
理
的
配
慮
の
事
例
の
一
部
を
取

り
上
げ
ま
す
。

①　

募
集
・
採
用
時

・
募
集
内
容
に
つ
い
て
、
音
声
等
で

提
供
す
る
こ
と
（
視
覚
障
害
）
。

・
面
接
を
筆
談
等
に
よ
り
行
う
こ
と

（
聴
覚
・
言
語
障
害
）
。

②　

採
用
後

・
机
の
高
さ
を
調
節
す
る
こ
と
等
作

業
を
可
能
に
す
る
工
夫
を
行
う
こ

と
（
肢
体
不
自
由
）
。

・
本
人
の
習
熟
度
に
応
じ
て
業
務
量

を
徐
々
に
増
や
し
て
い
く
こ
と

（
知
的
障
害
）
。

・
出
退
勤
時
刻
・
休
暇
・
休
憩
に
関

し
、
通
院
・
体
調
に
配
慮
す
る
こ

と
（
精
神
障
害
ほ
か
）
。

㈥
　
費
用
負
担

　

合
理
的
配
慮
の
提
供
は
事
業
主
に

義
務
付
け
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
費
用
は
事
業
主
が
負
担
す
る

こ
と
が
原
則
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、障
害
者
雇
用
に
関
し
て
は
、

雇
入
れ
に
対
す
る
助
成
金
や
、
障
害

者
雇
用
に
伴
っ
て
必
要
と
な
る
措
置

に
対
す
る
助
成
金
等
、
様
々
な
助
成

金
制
度
が
あ
り
ま
す
の
で
公
共
職
業

安
定
所
に
相
談
の
上
で
、
活
用
し
て

い
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

ま
た
、（
独
）
高
齢･

障
害･

求
職
者

雇
用
支
援
機
構
等
に
よ
る
職
場
適
応

援
助
者
の
援
助
や
、
障
害
者
就
業
・

生
活
支
援
セ
ン
タ
ー
等
の
障
害
者
就

労
支
援
機
関
の
支
援
員
に
よ
る
支
援

等
、
助
成
金
以
外
の
支
援
も
実
施
さ

れ
て
い
ま
す
。
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　中小企業において従業員の職業生活と家
庭生活の両立を支援するための制度（中小
企業両立支援助成金：３コース）が設けら
れています。
①　代替要員確保コース
　育児休業取得者の代替要員を確保し、育
児休業を３か月以上利用した労働者を原職
等に復帰させ、復帰後６か月以上雇用した
中小企業事業主に助成されます。
・支給額…育児休業取得者１人当たり30
万円（育児休業取得者が期間雇用者の場
合は10万円加算）。

・支給対象期間…最初の支給対象労働者の
原職等復帰日から起算して６か月を経過
する日の翌日から５年以内。

・支給人数…１年度に延べ10人を上限。
②　期間雇用者継続就業支援コース
　育児休業を６か月以上利用した期間雇用
者を原職等に復帰させ、復帰後６か月以上

雇用した中小企業事業主に助成されます。
・支給額…１人目40万円、２〜５人目15
万円
※正社員として復帰させた場合、１人目
は10万円、２〜５人目は５万円が加
算されます。

・支給対象期間…育児休業取得者が、平成
28年３月31日までに育児休業を終了し、
原職等に復帰した場合に支給。
・支給人数…支給対象期間内で延べ５人
③　育休復帰支援プランコース
　「育休復帰支援プラン」を策定及び導入し、
対象労働者が育休取得した場合及び復帰し
た場合に中小企業事業主に助成されます。
・支給額…１回当たり30万円
※１企業当たり２回までとされます。
　１回目：プラン策定、育休取得時
　２回目：育児休業取得者が職場復帰し	
　　　　た時

　当助成金の申請様式は、厚生労働省ホー
ムページに掲載されています。問い合わせ
先は、都道府県労働局雇用均等室です。

　国民健康保険料（税）は、前年の所得等
を基に算定されます。
　離職により収入が途絶えてしまったとき
には国民健康保険料の支払いが困難になる
ことがありますが、倒産や解雇等により離
職した者については、本人の前年の給与所
得を100分の30として保険料額を計算す
る軽減措置が採られています。
　65歳未満の者で、雇用保険受給資格者
証により一定の離職理由に該当する特定受
給資格者（倒産・解雇等による離職者）及
び特定理由離職者（雇い止めや正当な理由
のある自己都合により離職）であると認め
られた者が対象となります。
　軽減される期間は、離職日の翌日が属す
る月から、その月の属する年度の翌年度末
または社会保険に加入した月の前月までと
なります。
　国民健康保険料の算定方法の詳細は各自
治体の窓口にお問い合わせください。
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